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後払い決済サービス「Buy Now Pay Later」―
アジア太平洋地域における規制動向 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が続く中、後払い決済サービス「Buy Now Pay Later（BNPL）」市場は主にeコマースとデジタルファ
イナンスの拡大を背景に著しい成長を遂げました。しかし、アジア太平洋地域では、その成長には勢いはあるものの国や地域の間にばらつきが
見られます。オーストラリア証券投資委員会（Australian Securities and Investments Commission、ASIC）によればパンデミックが始まった最
初の1年間にオーストラリア国内のBNPLの取引量は43%増加したとされています（図1）1。一方、他のアジア太平洋地域では、消費者取引
全体に占めるBNPL取引の割合はごくわずかにとどまっています。 

図1：オーストラリアにおける2019年から2020年のBNPL取引量 
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デロイトの最近のブログ「Buy Now Pay Laterの台頭と進化（Rise and Evolution of Buy Now, Pay Later）」では、オーストラ
リアにおけるBNPLの爆発的な拡大の背景として、当初はBNPL取引により消費者の支払い手段の選択肢をさらに広げるこ
とに躊躇して懐疑的な姿勢を示していた「伝統的な」金融サービス企業（銀行など）が、今や自社でBNPL商品を投入す
る、あるいは既存のBNPL企業と提携することによって次々とBNPL市場に参入していることが指摘されています。 

一方、他のアジア太平洋地域では、BNPLは今後力強い成長が期待されるものの現時点ではまだ発展の初期段階にあり
ます。例えば、シンガポール金融管理局（Monetary Authority of Singapore、MAS）は議会の質問に対し、BNPLは他の
支払い手段に比べまだ広くは使われていない、と回答しています2。 

オーストラリアと同様に他のアジア太平洋地域の市場でもBNPLのブームが起こるかは現時点では不確実です。しかし、BNPL

への注目は確実に高まっており、BNPLが消費者保護にもたらす影響について各国当局による検討がすでに始まっています。 

図2: BNPLに関する規制動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現時点でBNPLについて世界の規制当局が共有している懸念点は主に次の3つの課題に関するものです。 

1. BNPL契約の公正性―規制されていないBNPL商品の契約条件について消費者が理解していない可能性 

2. 消費者の債務—複数のBNPL商品を利用することによって消費者が過剰な債務を負う可能性 

3. 商品の適合性―BNPL契約の締結に至るまでの時間が短く設定されているためBNPL企業が消費者の信用状態や支
払能力について十分な審査を行うことができないこと 

適切な規制が行われなければ、急速なBNPLのビジネスモデルの進化と市場拡大の中で、顧客データの不正使用、弱い立
場にある顧客や経済的問題を抱える顧客へのサポートが十分に行われないなど、消費者にとってさらなるリスクが発生する
可能性があります。規制当局は、リテール決済に関する規制強化の取り組みの重要な項目として、BNPLのビジネスモデル
と予想される消費者保護への影響について検討を開始しています。

検討中 
 香港特別行政区 
 マレーシア 
 シンガポール 

金融規制 
 イギリス  

業界主導の 
行動規範  オーストラリア 

https://www2.deloitte.com/au/en/blog/financial-advisory-financial-services-blog/2021/the-rise-evolution-buy-now-pay-later.html
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規制当局の動き 

BNPLはクレジットカードなどの商品と類似していることから、
BNPLを消費者信用としてみなして規制すべきかについて、
長年にわたり議論が続いています。消費者信用規制
（CCR）では通常、消費者が過剰な債務を負うことを防
ぐため、信用状態について十分な審査を行うことを信用
提供者に義務付けています。また、商品の適合性と経済
的に困難な状況にある顧客の取り扱いについてのガイドラ
インを示し、消費者を保護しています。BNPLの拡大の勢い
が増す中、BNPL企業とBNPL商品をCCRの対象とすべきか
について様々な国や地域で規制当局による検討が進行
中であり、また様々なアプローチが取られています。 

1. BNPL関連の消費者信用規制 

国際的なBNPLに関する規制の枠組みは一様ではありま
せん。多くの場合、BNPLは消費者信用関連法令の適用
対象外のままになっています。英国やオーストラリアをはじめ
とするBNPL先進市場では、消費者信用規制についていく
つかの進展が見られます。オーストラリアの場合、特定の短
期貸付は信用業認可取得を免除されており、BNPLは
2009年全国消費者クレジット保護法（ National 

Consumer Credit Protection Act 2009）に基づく規制の
対象となっていません3,4。しかし、2001年オーストラリア証
券 投 資 委 員 会 法 （ Australian Securities and 

Investments Commission Act 2001）の下でBNPLは消費
者信用として規制されており5、消費者が著しい損害を被
っていると懸念される場合に介入することができる商品介
入権限をASICは有しています。アジア太平洋以外の地域
に目を向けると、イギリスでは金融行為規制機構
（Financial Conduct Authority、FCA）によるルール作りが
着 実 に 進 ん で お り 、 2021 年 10 月 に BNPL 規 制
（Regulation of Buy-Now Pay-Later）の市中協議案が
発表されました。この市中協議案では、1974年消費者信
用法（Consumer Credit Act 1974、CCA）に基づくBNPL

に関連する適用除外が見直されています。さらにFCAは
2022年2月、BNPL契約の公正性に懸念があるとして、
BNPL企業に対し契約条件の変更を求めました。規制当

局は、BNPL商品をCCRの対象に含めることにより、借り手
の返済能力不足に伴う信用リスクの管理をより適切に行
うとともに、過剰債務や適合性のない商品というリスクか
ら消費者を保護するようBNPL企業に求めています。 

2. 検討中の政策 

BNPL市場形成が始まったばかりの国や地域では、規制
当局による政策検討が緒についたところです。香港金融
管理局（Hong Kong Monetary Authority、HKMA）は
2022年の優先事項の一つとしてBNPL商品をはじめとする
革新的な商品に関連する消費者保護の強化を挙げてい
ます6。 

シンガポールのMASは、2021年10月、BNPLに関する規制
枠組みについての議会の質問に対し、BNPL事業者は現
在、過剰債務を防ぐために信用限度などの自主的な対
策を講じていると回答しました。しかし、MSAとしては、今
後シンガポール国内でBNPL市場が成長していく可能性が
あることを前提に、潜在的なリスクを軽減するための個別
の規制の枠組みを作る必要性について引き続き検討して
いく、としています。MASの指導の下、シンガポール・フィンテ
ック協会（Singapore Fintech Association）は全BNPL事
業者に向けた行動規範を策定するためのBNPL作業部会
を立ち上げました。 

またマレーシアでは、マレーシア中央銀行（Bank Negara 

Malaysia、BNM）がBNPLをはじめとする消費者信用に関
する規制を強化するため2022年中に消費者信用法を制
定すると発表しました7。 

BNPL商品に関する規制についてまだ議論が行われていな
い国や地域でも今後議論が始まることが予想されます。
例えば、中国では今のところBNPL商品は広く普及してい
ないが、規制当局はここ数年、デジタルファイナンスのプラッ
トフォームの規制の厳格化に乗り出しており、対象となって
いるプラットフォームにはBNPLのモデルと似通った無利子短
期貸付を行うものが含まれています。今後、BNPLが中国
国内の市場で広がり始めれば、同レベルの厳しい監視の
目がBNPL商品にも向けられると見るのが妥当でしょう。 
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業界主導の行動規範の策定 

一部の国や地域では、BNPLの分野における法規制がまだ
整備されていない中、消費者保護について業界自らが誠
意ある対応を示す自主規制の仕組みについて検討を行
い、BNPL市場の成長を後押しする動きが始まっています。
このアプローチは、CCRが対象とするリスクと同じリスクに対
し、業界が自主的に対応していくことを目指すものです。こ
うした自主規制のアプローチはオーストラリアですでに採用さ
れており、シンガポールでは現在検討が行われているところ
です。 

オーストラリア金融業協会（Australia Finance Industry 

Association、AFIA）は2021年3月にBNPL商品提供企業
向けの自主的な行動規範AFIA Buy Now Pay Later Code 

of Practice8を発表しました。この行動規範では、規範に署
名する企業が消費者保護を確行するために、消費者に
対する9つのハイレベルなコミットメントを定めています。これ
と同様にシンガポールでも業界による自主的な行動規範
の策定作業が進められています。こうした行動規範に関し
て現在行われている議論における検討項目として次のよう
なものがあります。 

 顧客が十分な情報に基づいてBNPL商品を利用する
か否かの判断ができるようにサポートするための、情報
開示と公正なマーケティングに関する要件 

 未成年者によるクレジットの利用を防ぐため、BNPL商
品の利用に年齢制限を導入すること 

 過剰な借入を防止するため、与信額に上限を設定す
ること 

 不払いが発生した顧客については、さらに不払いが積
み上がることを防ぐため取引を中断すること 

 顧客の経済状態の全体像を把握できるよう信用情
報を共有すること 

 利息その他手数料について、BNPL商品の内容を分か
りやすいものとし、手数料や費用が積み上がることを
防止するため、利息請求を禁じ、その他手数料には
上限額を設定することを検討中 

AFIAのBNPL行動規範、シンガポールでの行動規範に関す
る取り組みのいずれもBNPLを顧客にとって適切かつ公正
で透明性のある商品とすることに焦点をあてています。 

消費者信用には様々な形態がありますが、BNPLの出現
を受けて多くの国や地域の規制当局は、既存のCCRがこ
の新種の商品に対して適切かどうか、そしてBNPLの急速
な成長と利用の拡大によって生じる新たなリスクから消費
者が今後も保護されるようにするにはどのような規制の変
革が必要となるのか、見直しを行っています。しかし前述の
通り、一部の国や地域では新たな規制が導入されるのを
待つのではなく、消費者保護を重視しながらイノベーション
に必要となる十分な柔軟性を残した自主的な行動規範
を採用し、自主規制を推進するという道を選択しています。 

今、金融サービスの世界ではエキサイティングな時代が訪
れています。業界各社としては、規制当局が期待する消
費者の公正な取り扱いおよび商品の適合性、信用リスク
管理に適切に配慮し、バランスを取りながら、自らが目指
すイノベーションの推進、新しい商品の創出に取り組む必
要があるでしょう。 
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